
熊本地方裁判所委員会（第４７回）議事概要  

 

日  時  令和７年１０月７日（火）午後１時３０分～午後３時１０分  

場  所  熊本地方裁判所大会議室  

テーマ  熊本地方裁判所における自然災害対策について  

出席者  

（委    員）池邊摩依、大西勝滋、小田栄一、加藤和宏、釜夏菜子、川嶋

和広、河津典和、古閑康広、中田幹人、中村勝洋、二宮裕一

郎、秦佑輔、日髙道弘（五十音順、敬称略）  

（説  明  者）井上総務課長、隈部会計課長  

（事務担当者）横山事務局長、井上総務課長、中河総務課課長補佐、井上総

務課庶務係長  

議事要領  

第１  新任委員紹介  

第２  議事  

 １  説明等  

熊本地方裁判所における自然災害対策について、井上総務課長及び

隈部会計課長から説明した。  

２  意見交換及び質疑応答  

【●＝委員長、○＝委員、■＝説明者】  

●  本日の「熊本地方裁判所における自然災害対策について」に対する

御意見・御感想を伺いたい。  

〇  説明を聞き、裁判所では、災害時のＢＣＰ（業務継続計画）につい

て、かなり詳細に決められていると感じた。裁判所において、非常時

優先業務、優先再開業務といった順位が決められていることは知ら

なかった。  



〇  来庁者の安全や防災に関するＢＣＰを、細かく定めて対策を取ら

れていることを知った。また、司法機能の維持として、裁判所独特の

業務である保全やＤＶ、人身保護請求といった、長く放っておけない

ものと思われるものについて、安全の確保後、直ちに処理できる態勢

が取られており、裁判所に対して安心感を持った。  

    医療機関における対策について紹介させていただくと、医療機関

においては、職員や患者の安全確保はもちろんのこと、怪我人や体

調の悪い方への対応が必要であり、入院患者の治療についても継続

する必要がある。そのため、裁判所とはＢＣＰ、水や電気、食事の

備蓄規模が異なっている。備蓄量については、例えば、食事につい

ては、入院患者を５５０名、職員を３００名と想定し、３食を３日

間分備蓄しており、電気については、自家発電で３日分を備蓄して

おり、その先の分についても準備を行っている。水については、当

院では地下水が利用できることから、電気が通っていれば水を供給

できるようになっている。  

○  裁判所に来庁する方は、不安な気持ちであると思うが、昨年度の台

風接近時の話を聞き、裁判所では前々日から可能な範囲で準備をし、

裁判の期日を取り消す際にも当事者の方へ連絡をとるといった、細

やかな対応を取られていると感じた。  

昨年度の台風の際に閉庁した２庁については、当日の裁判期日に

ついて取り消しや変更済みだったとのことだが、規模の大きな地裁

本庁ではどのような対応をされたのか。  

■  地裁本庁においても、気象予報により大型の台風の接近が予想さ

れる場合には、全ての事件の期日を取り消し、当事者の方に連絡を取

るようにしているほか、裁判所のホームページにも掲載している。  

    平成２８年の熊本地震の際も、期日を取り消す旨の連絡を当事者



に行った。  

○  熊本地震の際に、地域住民の方の避難を受け入れていただいたこ

とは、非常にありがたいと思っている。さらに、当時の避難者数を備

蓄品数量に活かされており、将来に向けた取り組みであると感じた。

災害の際には、想定外の避難者が来られる場合もあり、熊本地裁での

経験を、横展開していただくとよいと思う。  

また、災害備蓄品を見せていただいたが、庁舎自体に入れない場

合であっても、屋外でパソコンが使えればできることが多々あるこ

とから、ポータブル電源の整備はよいと感じた。  

■  熊本地震を振り返り、問題点や課題といった論点を整理したもの

を、教訓として全国の裁判所に展開している。  

○  弊社は、電気事業法に基づく指定事業主であり、災害発生時の早急

な復旧に向けた防災業務計画というものを定めて取り組んでいる。

通常時には、防災教育という形で、社員一人一人がどういった行動を

したらいいか定期的に振り返ってもらう時間を作っている。特に安

否確認においては、どうしても自分や家族、自宅の復旧が最優先とな

り会社への報告を忘れがちになるケースがあったため、安否報告の

必要性をリマインドするという意味においても、年に何回か行って

いる。  

また、弊社では広域支援という取り組みを行っている。九州でい

えば、九州全域の災害対策本部を作り、九州管内の社から支援を受

ける仕組みを作り、広域支援でカバーしながら業務継続を行う仕組

みを整えている。その時に必要になるのは、やはり業務プロセスの

標準化である。ローカルルールで仕事のやり方が違うと広域バック

アップができなくなるため、プロセスの標準化にも取り組んでいる。 

さらに、リモートワークの環境でいえば、出社できないケースは



多々あると思われるところ、リモートでできることはリモートでで

きるよう環境整備を行っている。自宅以外にもサテライトオフィス

を他のビルの中に作り、そこへ出社し業務を行ってもらうことで、

業務継続が可能にもなるようにしている。  

○  銀行の優先業務は、社会的使命でもある現金の供給であり、さらに

は決算業務が非常時においても優先度の高い業務となっている。  

当行においても、安否確認メールの訓練を毎月行っている。自分や

家族の安否や出勤の可否といった５項目程度に回答する形式となっ

ている。  

デジタル化された業務対策としては、例えば一つの店舗の業務運

営が困難になった場合に近隣の店舗が業務可能であれば、その近隣

店舗へ行員を派遣し、業務継続が可能となるようにしている。  

今夏の天草豪雨の際も、行内のグループラインによって、どこの

地域がどのような状況にあるかすぐに把握できた。また、圏内をエリ

アで分けており、各ブロック長が、その地域の情報を集約して報告す

る連絡体制をとっている。  

備蓄品については、各支店に対し、リスト化された備蓄品の不足の

有無に関する調査があり、各支店において基準を踏まえて確認して

いる。また、通常の避難訓練に加えて、年に１回は必ずシステム障害

の訓練も行っており、行員に対し、各訓練を受けるよう徹底している。 

○  テレビ局においては、熊本地震といった過去の災害をふまえ、平日

のお昼のニュースの後に３分から５分程度の臨時ニュース、いわゆ

るカットインの訓練を行っている。  

また、令和２年の人吉豪雨を経て、災害報道から減災報道に力を

入れるようになっている。人吉豪雨後に、防災の専門の方の発案に

より、球磨川流域の自治体や地元の放送局５局と熊本日日新聞社で、



災害行動ワーキンググループという組織を作り、台風や大雨の時に

リモート会議を行うようになった。その場で、各自治体が明るいう

ちの避難を促すために早めの高齢者避難情報を出す時間帯が共有さ

れる。それを受けて、各テレビ局が、画面上にエル字で雨量の情報

や避難所の開設情報等を流すことで、高齢者の方が明るいうちに避

難所に行けるようなシステムとなっている。  

備蓄についても、放送業務を止めることができないため、電気に

ついては発電機により、７２時間は持つよう備えている。水につい

ては、熊本地震の経験から敷地内に井戸を掘り、いざという時に利

用できるよう整備している。ガソリンについても、九州で３か所ほ

どガソリンスタンドの卸しのようなところと契約しており、そこか

ら供給を受けられるよう準備している。  

○  新聞社においては、パソコン上で見出やレイアウトを行う作業が

あるところ、災害によりシステムが止まった場合を想定し、隣県の地

方新聞社にデータを送付して代わりにレイアウト作業を行ってもら

う訓練を、年に数回行っている。  

    法廷が行われている最中に大きな地震が発生した場合の対応につ

いて、裁判所にお聞きしたい。特に、震度６や７であった場合、ど

の程度で、裁判を中断するのか様子を見て再開するのか決まってい

るのか、あるいは、その時々の裁判体の判断によるものなのかとい

う点である。  

■  あくまで法廷の審理運営は裁判体の判断で行われるため、法廷が

開かれている段階では、組織として方針を決めているものはない。  

●  裁判体が法廷の秩序を維持する権限を有しているため、各裁判体

の判断で避難が必要であるか否かを判断することになると思われる。 

○  私も法廷中に地震が発生した経験はないが、やはり各裁判体の判



断ということになろうと思われることから、明確な基準は定められ

ないと思う。ただ、在廷している人や来庁者の安全確保が最優先であ

ることから、安全確保の情報が裁判体にもたらされない限りは、中断

した法廷の再開は難しいと思う。庁舎の安全などの情報収集をした

上で、各裁判体において続行が可能か判断することになると思う。  

○  弁護士会においてもＢＣＰは定めている。会員である弁護士につ

いては、安否確認訓練を実施している。弁護士会館には、職員が十数

名程度であるため、避難が優先になると思う。新しい水道町会館につ

いては、災害備蓄についても徐々に備えを行っているところである。 

弁護士会では災害対策委員会も設置しており、災害が発生した場

合には、被災者の生活が落ち着いた後の相談に対応するため、従前の

災害が発生した場合と同様に、法テラスと協力して無料相談会を実

施していくことになると思う。  

○  司法書士会も、会館を立て替えたばかりであり、備蓄等も現在十分

に確保できている状態ではない。事務員も４名程度と少ないことか

ら、災害時は会館を閉鎖すると思われる。  

弁護士会同様、市民の方の相談対応が最も重要と考えている。熊

本県と災害協定を結んでおり、要請があれば随時動けるような体制

を執っている。また、熊本地震以降、災害対応のための予算も確保

するようにしている。  

○  宅建協会としてＢＣＰは策定したばかりである。８月の大雨の際

には、職員の安否確認と出勤確認を行ったほか、宅建の免許更新等の

業務をいつから行えるかの検討を行った。災害時には、住宅の確保も

重要であることから、物件情報を速やかに収集してホームページに

掲載することを県と取り決めている。  

宅建協会において、資格試験の際の対応マニュアルが全国統一で



定められており、試験会場の責任者がいったん試験をストップし、

安全を確認したうえで再開させることができるようになっている。

大地震であれば、会場の責任者と本部とが連絡をとり判断すること

になる。  

○  検察庁においても、非常時優先業務を定めて、進行管理者や業務責

任者を選定して対応できるようにしている。また、大雨等で職員の出

勤が困難となる場合に備えて、庁舎近隣に居住している職員を緊急

登庁要員と定めて、庁舎管理に対応できるようにしている。  

●  貴重なご意見ありがとうございました。本日いただきました御意

見等は、今後の熊本地方裁判所の運営のために役立てていきたい。  

第３  次回期日  

令和８年６月２２日（月）午後１時３０分から午後４時００分まで  

第４  次回テーマ  

「裁判員裁判制度について」  


